
令和６年度能登半島地震
復旧・復興状況について

Ｒ7.4.16（水）西区地域コミュニティ協議会 会⾧会議
令和７年４月７日開催　令和６年能登半島地震　新潟市復旧・復興推進会議資料より抜粋



１ 街区単位の液状化対策

「現状」と「当面」の流れをお知らせするリーフレットを配布します

【リーフレット第１弾】

○配布時期：令和７年５月上旬予定

○配布対象：能登半島地震による液状化被害の大きかった地域
・西区寺尾周辺地区（青山～大野）： 約１２，０００世帯
・西区黒埼地区（ときめき～鳥原）： 約 ６，０００世帯
・江南区天野地区 ： 約 １，０００世帯

※被害のない住宅も一部含まれます

○内容：現在までの取組みと、夏ごろ開催予定の地元説明会までの流れを
主に紹介するもの

【リーフレット第２弾以降】

地元説明会の開催案内や、
説明会後の検討の進捗状況に
応じた節目で、市報やホーム
ページを併用し、適宜、配布

※21箇所完了
（全27箇所）

※R7.4.4現在の進捗状況 令和6年能登半島地震 新潟市復旧・復興推進本部会議資料より抜粋



２-1 被災した家屋等の解体・撤去（公費解体）の現状
（進捗及び今後の予定）

１.申請・受付状況（Ｒ6.12.27受付終了）
申請件数 1,049件

内訳 公費解体 956件 ※取下げで減少
費用償還 93件

２.進捗状況（Ｒ7.3.31現在）

３.今後の予定
 3月は74件解体で過去最大。1月以降、降雪期にもかかわらず、解体業者数の増加効果が出ており順調に推移。

目標とする10月に確実に解体完了できるよう、4月以降は月90件以上の解体を目指す。

 計画的に解体に着手できるよう、今後は解体の準備ができていない申請者に対し、随時状況を確認しながら、

様々な課題に丁寧に対応していく。

 また、本日4月7日より「被災家屋の自費解体に伴う費用償還制度」を再開する。
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公費解体申請累計

費用償還申請累計

市解体完了累計

申請件数 1,049件

解体着手済 573件(54.6%)

解体完了 516件(49.2%)

市 解体完了分 423件

費用償還分 93件

令和6年能登半島地震 新潟市復旧・復興推進本部会議資料より抜粋



 解体事業者の増加への取り組み（宿泊費・交通費の支給）

 （一社）新潟県解体工事業協会の全県体制での対応強化による、上越・中越地区の会員事業者の参加、およ

び市内協力会社（下請け）の増加に配慮し、宿泊費（片道100km以上、国制度）と交通費（燃料費・高速道

路使用料、市独自）の支給により支援。

 昨年末時点での元請19社・市内協力9社で37チーム体制から、

元請39社（上越4社、中越12社、下越23社）・市内協力32社で95チーム体制に、段階的に増加予定。

（上越1社、中越4社、下越23社、市内協力16社 参加済）

 これに伴い解体実績が増加。 R6.10～12月の3カ月平均41件 ➡ R7.2月 64件、3月 74件

 早急に解体を希望される方への取り組み（費用償還制度の再開）

 公費解体の申請者で、現地での建替え予定などで早急な解体を希望し、解体事業者をご自身で手配できる方

に対し、自費で解体する費用償還への変更の受付を再開することとし、解体加速化を図る。

 併せて、自費での解体工事を令和7年3月までに完了した方についても、対象とする。

 申請期間 ： 令和7年4月7日（月）～ 6月30日（月）

〔費用償還制度〕被災家屋等を、自費で解体・撤去した方について、要した費用を償還する制度。上限額あり。

２-2 被災した家屋等の解体・撤去（公費解体）の現状
（加速化への取り組み状況）

令和6年能登半島地震 新潟市復旧・復興推進本部会議資料より抜粋



３ 道路等の復旧対応状況
２ 下水道の復旧について

３ 私道の復旧について

＜ 私道災害復旧の進捗状況（R7.3末時点）＞

申請受付 現地立会 工事着手 工事完了

429 428 248 210

（件）

１ 公道（県道・市道）の復旧について
○ 工事着手に向けた準備を順次進めており、全体の約７割は今年度
末までに工事発注の予定。

＜ 公道復旧工事の発注見込み ＞

Ｒ６(実績) Ｒ７ Ｒ８ 計

中央区 2 31 5 38

江南区 2 16 13 31

南区 2 ʷ ʷ 【完了】 2

西区 17 137 80 234

西蒲区 1 ʷ ʷ 【完了】 1

計 24 184 98 306

（箇所）

※箇所数は災害査定の実施数

＜公道の復旧イメージ＞ ＜私道の復旧イメージ＞

ʬ被害状況ʭ ʬ復旧後のイメージʭ

アスファルト舗装の剥離・ひび割れ噴砂・アスファルト舗装の陥没

ʬ復旧後のイメージʭʬ被害状況ʭ

○ 私道災害復旧支援制度に基づく復旧では、現地立会は概ね完了し、
工事は 約５０％が完了。

○ 令和７年度末での工事完了を目指し支援していく。

○ 管路の復旧工事では、災害査定件数３５件のうち、約６割にあたる
２１件を発注済。

○ 現在、家屋の事前調査やガス・水道管の移設工事を進めており、
その後管路の復旧工事に着手。

○ 管路施設の復旧工事は、令和８年度までの完了を目指す。

令和6年能登半島地震 新潟市復旧・復興推進本部会議資料より抜粋



４ 坂井輪中学校の復旧状況
１ 仮設校舎の完成

【仮設校舎全景】

◦令和7年度～令和8年度 校舎・体育館 基本実施設計

◦令和9年度～令和11年度 校舎・体育館 建設工事
※令和12年1月 校舎・体育館 供用開始予定

２ 今後の予定

【普通教室】

【家庭科室】

【調理室】

【理科室】

令和７年２月末に仮設校舎が完成しました。

初めて新校舎に入った生徒たち 新しい教室での活動の始まり

どの席かな！？ 既存校舎の見学もしました

３学年そろっての学校活動が始まります

仮設校舎での学校活動が始まりました

令和７年４月から １年３ヶ月ぶりに

令和6年能登半島地震 新潟市復旧・復興推進本部会議資料より抜粋



５ 新潟市ささえあいセンターの活動状況

１ 設置趣旨

被災された市民の皆さまが安心して、かつ、１日も早く
生活を再建していただけるよう、「新潟市ささえあいセン
ター」を設置し、被災世帯の状況に応じてセンターのス
タッフが定期的に個別訪問を行い、生活再建に向けた見守
り支援を実施する。

２ 主な業務内容

・個別訪問によるお困りごとの聞き取りや相談対応
・生活再建のための情報提供
・相談内容に応じた専門支援機関等へのつなぎ など

３ 開設日時・所在

［開設日時］令和６年９月１０日（火）～
月～金曜日（祝・休日及び年末年始除く）
午前９時から午後５時まで

［所 在］西区緒立流通２ʷ４ʷ１
旧老人デイサービスセンター黒埼荘内

４ 活動状況（3月末現在）
（１）対象世帯 566 世帯
（２）訪問状況 延べ 1,599 件
（３）被災世帯が抱えている課題

・住まいの再建面（再建の進捗等）
「みなし仮設住宅から次の住まい探しが進まない」
「経費的な課題から修理が思うようにできない」 など

・日常生活面（不安感、地域の交流等）
「今後の地震が不安でときどき眠れないことがある」
「住み慣れた地域から離れみなし仮設住宅に入居し孤独」など

５ 今後の取組み
➢世帯の状況に応じた見守り相談支援・情報提供の継続
➢市報、ホームページ等による、ささえあいセンターの更なる
周知、利用促進

➢公費解体の進捗に伴う、住まいの再建に向けたフォロー
※新潟市社会福祉協議会に業務委託

世帯
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新潟市

坂井輪中学校仮設校舎（R7.4～全学年が同じ敷地内での学校活動を再開）坂井輪中学校仮設校舎（R7.4～全学年が同じ敷地内での学校活動を再開）

令和７年２月１４日（金）開催 市⾧記者会見 配布資料



基本方針１:生活の再建支援

個別訪問等の支援を実施個別訪問等の支援を実施

公費解体を加速化公費解体を加速化



基本方針２:生業（なりわい）の再建支援

基本方針３:公共インフラ等の復旧

基本方針４:安心・安全で災害に強いまちづくり

道路復旧等を本格化道路復旧等を本格化

防災士スキルアップ研修の様子防災士スキルアップ研修の様子
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